
 

 令和８年１０月１日から正社員とパートタイム・有期雇用労働者との間にある不合理的な待遇差の

解消を目指すため、パートタイム・有期雇用労働者の待遇に関するルールが以下のように変わりま

す。 

 

 

1. 雇い入れ時の労働条件明示事項が追加されます。 

パートタイム・有期雇用労働者を雇い入れたとき（労働契約の更新時も含む）は、「昇給の有無」

「賞与の有無」「退職手当の有無」「相談窓口」の４つの事項を書面の交付等により明示するこ

とが義務付けられていますが、今回の改正により、新たに「待遇の相違の内容・理由等に関す

る説明を求めることができる」旨を明示することが必要となります。 

 

 

2. 「同一労働同一賃金ガイドライン」が改正されます。 

このガイドラインでは、裁判例などを踏まえ、賞与、退職手当、各種手当、福利厚生についての

記載が見直され、どのような待遇差が不合理と認められるか等を具体例とともに示し、その考

え方がより明確化されました。 

 

 

3. 企業に求められる雇用管理上の措置の内容が変わります。 

パートタイム・有期雇用労働者に対し、正社員との待遇の相違等について説明する際には「資

料を活用し、口頭により説明をする方法」または「説明すべき事項をすべて記載したわかりや

すい内容の資料を交付する等の方法」のいずれかで説明することが必要となります。 

 

今回の改正は公正な待遇の確保に向けた取り組みをさらに進め、働き方が多様化する現代に

おいて誰もが自分に合った働き方を納得して選択できる社会を実現するためのものです。 

 

 

  

令和８年１０月から 

～パートタイム・有期雇用労働者の待遇に関するルールが変わります～ 



 

 

 

 



 

 


